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１．研究の概要 

家屋の内外を含む居住環境における放射線被ばくは、原子力事故後の初期から長期間にわたって汚

染地域での住民生活を管理するために必要不可欠な情報の一つである。本研究では、居住環境のうち

室内における住民の被ばくに着目し、「①事故後の初期における屋内退避時における住民被ばく線量

の評価」及び「②事故後の長期における帰還後の居住環境での被ばく線量評価」を目的とした 1)。 

本研究では、まず、①の目的に関連して、東京電力福島第一原子力発電所（以下、1F）事故後の環

境測定をもとに開発された室外再浮遊モデル 2)及び室外粒子の室内侵入モデル 4)5)を、当研究グループ

の有する事故影響評価コード OSCAAR3)に実装し、気象データ及び建蔽率データを整備して再浮遊及

び室内への侵入を評価できるようにした。改良した OSCAAR を用いて国内全サイトに対する屋内退

避時の被ばく低減係数を評価し、原子力規制庁 6)、内閣府（原子力防災）7)等の既存の研究成果を踏ま

えて知見を整理した 8)9)10)。また、屋内退避に関して、住宅の広さや気密性能による被ばく低減係数の

違い、屋内退避の低減効果を高くするための行動を整理した資料を作成してアウトリーチ活動を実施

した 11)12)。 

次に、②の目的に関連して、室内での再浮遊モデルを開発した 13)14)。粒径、床材、床面からの高さ

及び人の室内における行動による室内再浮遊係数の変動を反映した実験を設計して再浮遊係数を評

価し、同係数を組み込んだコンパートメントモデルを作成して室内空気中の放射性物質濃度の時間変

化を解析できるようにした。開発したコンパートメントモデルを用いて住民帰還後の被ばく線量評価

を行い、（i）住民帰還後の被ばく線量のうち室内再浮遊の占める割合は極めて小さいこと、（ii）帰還

時に床面を丁寧に掃除することで、再浮遊による被ばくを大幅に低減できることを示すことができた

15)。 

 

２．研究期間内に実施した内容 

年目／実施年度 実施した内容 

１年目 令和 4 年度は、目的➀に関連して、1）各サイトの地域性・季節性及び社会状況
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令和４年度 に関するデータの整備を実施した。また、目的②に関連して、1）室外再浮遊モデ

ルの評価への組み込みと、2）室内再浮遊モデルに関する解析及び実験の設計を実

施した。 

①-1）の作業では、国内の原子力発電所を有する全サイトに対して、気象と建蔽

率のデータを整備した。気象データとして、風速、風向及び降雨量を整備した。ま

た、2 分の 1 地域メッシュに含まれる建物面積をもとに、建蔽率データを整備し

た。これにより、各サイトで確率論的事故影響評価及び再浮遊解析を実施するた

めに必要な情報の整備を完了した。 

②-1）の作業では、地表面からの再浮遊を「再浮遊係数」を用いてモデル化する

こととした。再浮遊は沈着後の経過時間により異なる現象で生ずると考えられる

ことから、事故後の早期と長期に分けて再浮遊係数を評価することにした。早期

及び長期のそれぞれについて、福島事故後の実測に基づく経験モデルと現象に基

づく理論モデルを採用し、評価への組み込みに必要な情報の整備を完了した。 

②-2）の作業では、第一に、令和 5 年度以降の実験及び CFD 解析における室内

の再浮遊粒子性状を決めるための調査を行った。この結果、文献値と整合性があ

り、吸入被ばくへの寄与の大きな粒径で、かつ、バックグランドの影響が小さい

との観点から、粒径 1µm～250µm の TiO2 と標準粉体を利用することにした。ま

た、第二に、実験装置の改良点を模索するため、TSI 社製の Optical Particle Sizer と

PIV 装置での予備的な測定を行う実験系を構築し、ダストの分布や初速度を実験

的に評価可能であることを確認するとともに、効率化等に関する課題を抽出した。 

２年目 令和 5 年度は、目的①に関連して、2）各サイトにおける事故後初期の屋内退避

時における被ばく線量評価を実施する。また、目的②に関連して、3）室内再浮遊

モデルに関する解析及び実験を実施した。 

①-2）の作業では、屋内退避を実施しない場合と実施した場合のそれぞれについ

て、外部被ばく及び内部被ばくによる甲状腺等価線量と実効線量を評価し、さら

に、屋内退避による被ばく低減係数（= 屋内と屋外での被ばく線量の比）を算出

した。国内の全 17 サイトを対象とし、各サイトの気象条件（風向風速、降雨）、

地理条件（地目、建蔽率）及び人口分布を考慮した。原子力機構が開発した確率論

的事故影響評価コード OSCAAR を利用し、5 つの事故シナリオ（福島事故や新規

制基準を踏まえたシナリオ等）に対して評価した。 

②-3）の作業では、室内での再浮遊係数を評価するため、日本の一般住宅と同程

度の規模かつ換気設備を備えた実建屋の一室において、フローリングの床面に試

験用ダストを散布し、自然換気時、歩行時、掃除機掛け時、エアコン稼働時につい

て、床面から 50 cm 及び 150 cm における粒径別空気中粒子濃度分布を測定した。

測定には TSI 社製の Optical Particle Sizer を使用し、室内中心におけるデータを取

得した。測定は、自然換気時、人の歩行時、掃除機の稼働時、及び、エアコンの稼

働時について実施、それぞれの条件における再浮遊係数を評価した。また、床材

による粒子の床材からの離脱率を評価するため、風洞試験を実施した。その結果、

床材と試験用ダストの散布濃度により、違いが生じることが分かった。 

令和５年度 

３年目 令和 6 年度は、目的①に関連して、3）屋内退避に関する情報提供資料の作成を
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令和６年度 実施した。また、目的②に関連して、4）床材・行動別の室内再浮遊係数を評価す

るとともに、5）各サイトにおける事故後初期の屋内退避時における被ばく線量評

価を実施した。 

①-3）の作業では、国・自治体・住民に向けての屋内退避に関する情報を提供す

る資料を作成した。資料には、令和 5 年度に評価した屋内退避による被ばく低減

係数（事故シナリオごと、国内のサイトごと）と当グループの有する屋内退避に

関する知見（原子力規制庁受託及び内閣府受託）を組み合わせて、屋内退避の被

ばく低減効果の依存性及び屋内退避時の行動に関する知見を整理した。 

②-4）に関して、室内床面に沈着した放射性物質の再浮遊による被ばくを評価す

るためのモデルを開発した。室内再浮遊係数は粒径、床材、床面からの高さ、人の

室内における行動により生じる風速場等の条件によって異なることが考えられる

ため、本研究ではこれらの条件ごとに室内再浮遊係数を実家屋内における実験に

よって求めた。 

また、目的②-5）に関して、実験的に得られた室内再浮遊係数を用いて、室内再

浮遊放射性物質による吸入被ばく線量評価モデルを開発した。開発したモデルを

用いて、事故発生から 1 年間自宅を離れて再度居住開始した場合の被ばく線量評

価を行い、屋外グランドシャイン等の居住環境下における総被ばく線量に対する

室内再浮遊による被ばく線量の寄与割合を評価した。 

 

３．研究終了時に得られた結果・結論 

① 研究結果・結論（総括）・成果など 

季節性・地域性と社会状況を考慮して、国内のサイトごと、事故シナリオごとに屋内退避時の被ば

く低減効果を評価した。その結果、サイト間の被ばく低減効果の違いに関して、風速が弱いサイトほ

ど被ばく低減効果が高くなる傾向が見られた。この結果より、サイト間の地目や建蔽率などの違いよ

りも風速の違いが被ばく低減効果に大きな影響を与えることが明らかとなった。事故シナリオ間の被

ばく低減効果の違いに関して、特に大気中に放出された放射性物質中のヨウ素・セシウムに対する希

ガスの割合によって被ばく低減効果が異なることが示された。このような情報は、原子力防災計画を

策定する国・自治体にとって重要な情報となる。さらに、本事業での成果と今までの原子力規制庁事

業と内閣府事業で得られた屋内退避に関する知見を組み合わせて、事故後初期における屋内退避に関

する情報を提供するための資料を作成した。この資料では、屋内退避の低減効果のみならず、住宅の

広さ・建築年の違い、屋内退避の低減効果を高くするための行動をまとめており、住民にとって有用

な情報を提供できる資料となっている。 

室内床面に沈着した放射性物質の再浮遊係数を粒径・床材・床面からの高さ・人の室内における動

作により生じる風速場ごとに実家屋を用いた実験により取得することができた。得られた室内再浮遊

係数を用いて、室内滞在時の様々な条件下における室内再浮遊による被ばく線量評価を行うことがで

きるようになった。家屋の換気率や事故後一定期間自宅を離れて居住を再開した場合等様々な条件に

関して室内再浮遊を考慮した居住環境下における被ばく線量評価の結果、室内再浮遊による被ばく線

量は居住環境下で影響を及ぼす全ての被ばく経路の総被ばく線量に対して数パーセント以下になる

ことがわかった。 

これらの結果を取りまとめて、査読付論文 1報 10)、原子力機構報告書 1報 9)、国内発表6件 1)5)8)13)14)15)、
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アウトリーチ活動 2 件 11)12)の成果を挙げることができた。 

 

② 計画・目標通り実施できなかった事項とその理由 

計画・目標通り実施できなかった事項はない。 

 

③ 当初の計画で予定した成果以外（以上）に得られた事項 

当初の計画で予定した成果以外（以上）に得られた事項はない。 

 

４．研究成果の活用方策の提案 

本研究をさらに発展させる新たな研究や事業化の提案 

事故初期時の評価において、屋内退避のみならず避難などの防護措置の低減効果をまとめ、本事業

の成果と合わせて防護措置を最適に組み合わせた戦略の立案につながる研究が必要と考えられる。ま

た、このような戦略を実効的なものとするためには、事故対応において主体となる住民の防護措置に

対する理解や知識の向上が不可欠である。そのためには、戦略全体の効果や措置の流れなどを網羅し

た資料や、住民との効果的なリスクコミュニケーションに関する検討も必要と考えられる。さらに、

そのような資料を用いた取り組みやリスクコミュニケーションの結果として、住民の防災リテラシー

がどの程度向上したのかを評価するための方法も必要である。例えば、社会調査を継続的に実施し、

様々な教育の機会や災害等の経験の前後において、防護戦略に対する住民の認知率がどの程度変化す

るかを把握することで、そのような評価につなげていくことが可能ではないかと考えている。 
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